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①第１回審議会での意見（まとめ） 

 

項目 委員意見 

１． 全体の枠組の 

見直しの必要性 

・基本構想＋実施計画の２層構造にしてはどうか 

・基本構想を 5 年くらい毎にローリング、常に 20 ないし２５

年の将来都市像を示す 

・今すぐではなく、数年したところで新たな枠組みとして整え

る 

２． 目指す方向性・ 

将来像 

・「住み続けやすいまち」 を目指すのか「他からの人口流入

を図る競争的なまち」を目指すのか 

・人口増にこだわらず「平和で豊かな地域社会」の構築に主

眼をおくべき 

３． 把握・整理の 

必要な事項 

・人口推計について：2020 年の国勢調査の人口推計を利

用するのか、 

・住民基本台帳を基に、市独自で毎年推計するのか 

・どのような人たちで市が構成されているのか（共働き世帯、

単身世帯、外国人等） 

・定住人口、移住人口（流入人口）、交流人口、関係人口等

を含めた人口動態 

・インフラの整備状況の見通し 

・直近で進めなくてはいけない事項 

４． 次期基本計画 

策定時期 
・開始時期の検討が必要。２年くらい先でもよいのでは 

５． 現計画 

の取扱 

基本 

計画 

・現計画を少し延長してもよいのではないか 

現計画の見直しも必要になるのではないか 

実施 

計画 

・喫緊の課題を入れた計画を R2 年度から開始する必要が

あるのではないか 

・空白期間ができるのは避ける 
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②国勢調査と住民基本台帳のデータ比較 

 

 国勢調査 住民基本台帳 

共
通
事
項 

氏名（集計時に削除） 氏名 

男女 男女 

出生年月 出生年月日 

国籍 国籍（外国人住民に限る） 

国
勢
調
査
の
調
査
事
項 

ふだんの居住地 ふだん住んでいる場所（常住地）  

居住期間 現在の場所に住んでいる期間 

5 年前の居住地 5 年前に居住していた市区町村 
世帯員の数 住居・生計をともにする人数 
世帯主との続柄 親、子、配偶者、同居人等 
配偶関係 未婚、既婚 
教育の状況 在学の状況、学歴 
就業状態 就業、求職者等の状況 
勤めか自営かの別 自営、雇用者、正規・非正規等 
仕事の種類（産業） 事業の内容 
仕事の種類（職業） 仕事の内容 
従業地・通学地 通勤先又は通学先の市区町村 
利用交通手段 自家用車、電車、バス、徒歩等 
住居の種類 持家、賃貸住宅、独身寮等 
住宅の建て方 一戸建て、共同住宅等 
床面積 住居の面積 

住
民
票
（住
民
基
本
台

帳
）の
記
載
事
項 

 世帯主との続柄 
戸籍の表示 
（日本人住民に限る） 
住民となった年月日 
届出年月日 
従前の住所 
住民票コード 等 

 

昼間人口など、国勢調査のデータを利用することで精緻な人口分析が可能 
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③策定スケジュール案 

 

 

 

⑴
次
期
基
本
計
画
の
策
定
を
一
年
後
に
す
る
場
合 

⑵
次
期
基
本
計
画
の
策
定
を
二
年
後
に
す
る
場
合 

⑶
次
期
基
本
計
画
の
策
定
を
三
年
後
に
す
る
場
合 



2

目標11 ［持続可能な都市］ 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で
持続可能な都市及び人間居住を実現する。

目標12 ［持続可能な消費と生産］ 

持続可能な消費生産形態を確保する。

目標13 ［気候変動］ 

気候変動及びその影響を軽減するための
緊急対策を講じる。

目標14 ［海洋資源］ 

持続可能な開発のために、海洋・海洋資源を保全し、
持続可能な形で利用する。

目標15 ［陸上資源］

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、
持続可能な森林の経営、砂漠化への対処ならびに
土地の劣化の阻止・回復
及び生物多様性の損失を阻止する。

　国際社会は、MDGsを開発分野の羅針盤とし

て、15年間で一定の成果を上げました。一方で、

教育、母子保健、衛生といった未達成の目標や、

サハラ以南のアフリカなど一部地域での目標達

成の遅れといった課題が残されました。また、

深刻さを増す環境汚染や気候変動への対策、頻

発する自然災害への対応といった新たな課題が

生じたほか、民間企業やNGOなどの開発に関わ

る主体の多様化など、MDGsの策定時から、開

発をめぐる国際的な環境は大きく変化しました。

2030アジェンダは、こうした状況に取り組む

べく、相互に密接に関連した17の目標と169の

ターゲットから成る「持続可能な開発目標（SDGs）」

を掲げています。

持続可能な開発のための
2030アジェンダとは

●MDGsとSDGsの比較

MDGs
ミレニアム開発目標
Millennium Development Goals

SDGs
持続可能な開発目標
Sustainable Development Goals

2001〜2015年 2016 〜2030年

国連 全 加盟国で交 渉

8ゴール・21ターゲット
（シンプルで明快）

途 上国の目標

国連の専門家主導で策定

17 ゴール・169 ターゲット
（包括的で、互いに関連）

全ての国の目標
（ユニバーサリティ）

●持続可能な開発目標（SDGs）の詳細

目標2 ［飢餓］ 

飢餓を終わらせ、食料安全保障
及び栄養の改善を実現し、
持続可能な農業を促進する。

目標1 ［貧困］

あらゆる場所あらゆる形態の
貧困を終わらせる。

目標3 ［保健］

あらゆる年齢のすべての人々の
健康的な生活を確保し、福祉を促進する。

目標4 ［教育］ 

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、
生涯学習の機会を促進する。

目標5 ［ジェンダー］ 

ジェンダー平等を達成し、
すべての女性及び女児の能力強化を行なう。

目標6 ［水・衛生］ 

すべての人々の水と衛生の利用可能性と
持続可能な管理を確保する。

目標7 ［エネルギー］ 

すべての人々の、安価かつ信頼できる
持続可能な近代的なエネルギーへの
アクセスを確保する。

目標8 ［経済成長と雇用］ 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の
完全かつ生産的な雇用と働きがいのある
人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

目標9 ［インフラ、産業化、イノベーション］ 

強靭（レジリエント）なインフラ構築、
包摂的かつ持続可能な産業化の促進
及びイノベーションの推進を図る。

目標10 ［不平等］ 

国内及び各国家間の
不平等を是正する。

目標16 ［平和］ 

持続可能な開発のための平和で包摂的な
社会を促進し、すべての人々に司法への
アクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて
効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する。

目標17 ［実施手段］ 

持続可能な開発のための実施手段を強化し、
グローバル・パートナーシップを活性化する。

「持続可能な開発のための2030アジェンダ（2030アジェンダ）」は、
2001年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、
2015年9月の国連サミットで採択された、2030年までの国際開発目標です。

MDGsが開発途上国のための目標であったの

に対し、SDGsは格差の問題、持続可能な消費

や生産、気候変動対策など、先進国が自らの国

内で取り組まなければならない課題を含む、全

ての国に適用される普遍的（ユニバーサル）な目

標です。また、その達成のために、先進国も途

上国も含む各国政府や市民社会、民間セクター

を含む様々なアクター（主体）が連携し、ODAや

民間の資金も含む様々なリソースを活用してい

く「グローバル・パートナーシップ」を築いてい

くこととされています。

実施手段も重視
（資金・技術等）

④ＳＤＧｓ　17の目標

※「持続可能な開発のための2030アジェンダと日本の取組」(外務省国際協力局)より抜粋
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